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○危険物施設の実態は握要領の制定について（例規通達） 

昭和50年２月７日 

広保第46号警察本部長 

改正 昭和59年３月広警務第224号 

昭和61年３月広警務第249号 

平成６年９月広警務第740号 

平成９年４月広生保第179号 

平成13年３月広警務第426号 

令和元年８月29日 

令和４年３月10日 

各部長・参事官 

各所属長 

放射性物質、高圧ガス、消防危険物等の危険物施設に対する実態は握については、従来、

各個別の通達により取り扱つてきたところであるが、この度、これを一元化して、みだしの

要領を別添のとおり定めたので、部下職員に周知徹底させ、事務処理上誤りのないようにさ

れたい。 

なお、放射性同位元素に関する措置等について（昭和40年10月13日、広防第1796号）、石

油コンビナート等の危険物施設の実態は握について（昭和48年12月27日、広防第1293号）及

び消防危険物施設の実態は握について（昭和49年７月22日、広保第246号）はこの例規通達の

施行に伴い失効するので、了知されたい。 

別添 

危険物施設の実態は握要領 

第１ 目的 

この要領は、危険物施設の実態をは握し、もつて事故の防止及び警察措置の適正な遂行

を図ることを目的とする。 

第２ 危険物施設の範囲 

この要領において「危険物施設」とは、次に掲げる施設をいう。 

(1) 放射性物質に係る危険物施設 

ア 放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和32年法律第167号）の規定に基づく放

射性同位元素の使用事業所、販売事業所及び廃棄事業所 

イ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律第166号）
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の規定に基づく核原料物質又は核燃料物質の製錬事業所及び加工事業所、原子炉施

設並びに核燃料物質使用事業所 

(2) 高圧ガス等に係る危険物施設 

ア 高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）の規定に基づく高圧ガスの製造事業所、

販売事業所及び貯蔵所 

イ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年法律第149

号）の規定に基づく液化石油ガス販売事業所 

(3) 消防危険物施設 

消防法（昭和23年法律第186号）第11条第７項に規定する消防危険物の製造事業所、

貯蔵所、一般取扱所及び移送取扱所 

第３ 通報文書の受理及び送付 

生活安全部生活安全総務課長（以下「生活安全総務課長」という。）は関係行政機関か

ら危険物施設の新規許可、変更許可等に関する通報文書（以下「通報文書」という。）を

受理したときは、所要の処理を行つた後、当該通報文書を当該危険物施設の所在地を管轄

する警察署の長（以下「管轄署長」という。）に送付するものとする。 

第４ 調査表の作成等 

１ 管轄署長は、放射性物質に係る危険物施設に関する通報文書の送付を受けたときは、

当該危険物施設を確認した後、事業所ごとに、別記様式第１号による放射性物質使用事

業所等実態調査表（以下「放射性物質使用事業所等実態調査表」という。）を作成し、

保安連絡者、放射線測定器及び防護器材の保有状況並びに災害時の協力体制その他危険

防止上参考となる事項を生活安全総務課長を経由して警察本部長（以下「本部長」とい

う。）に報告するものとする。 

２ 管轄署長は、高圧ガス等に係る危険物施設又は消防危険物施設に関する通報文書の送

付を受けたときは、当該危険物施設を確認した後、次のいずれかの危険物施設（以下「石

油コンビナート等」という。）に該当するときは、事業所ごとに、別記様式第２号によ

る石油コンビナート等実態調査表（以下「石油コンビナート等実態調査表」という。）

及び見取図をそれぞれ２部作成し、その１部を生活安全総務課長を経由して本部長に提

出するものとする。 

(1) 高圧ガス等に係る危険物施設であつて、高圧ガス又は液化石油ガスの貯蔵能力が

1,000トン以上である貯蔵設備を有するもの。 

(2) 消防危険物施設であつて、１日の製造数量若しくは取扱数量が指定数量の5,000倍
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以上のもの又は貯蔵能力が指定数量の５万倍以上の貯蔵所 

３ 管轄署長は、次のいずれかに該当する場合は、その都度、速やかに生活安全総務課長

を経由して本部長に報告するものとする。 

(1) 放射性物質に係る危険物施設又は石油コンビナート等に事件、事故が発生したとき。 

(2) 放射性物質に係る危険物施設又は石油コンビナート等の危険防止上参考となる事

実を把握したとき。 

(3) 前１及び２の規定により報告し、又は提出した内容に変更があつたとき。 

第５ 調査表の作成上の注意事項等 

１ 放射性物質使用事業所等実態調査表又は石油コンビナート等実態調査表の作成に当た

つては、保安連絡者については、危険物施設の実態調査、事故発生時における通報連絡

等の実効を期するため、危険物施設の実態及び保安業務に精通している者を選定するよ

う当該危険物施設の管理責任者（以下「管理責任者」という。）に依頼し、単に組織上

の責任者であるとの理由だけで選定されることのないよう配意するものとする。 

２ 放射性物質使用事業所等実態調査表の作成は、次により行うものとする。 

(1) 放射線測定器及び防護器材の保有状況の調査に当たつては強制にわたらないよう

にすること。 

(2) 事件、事故が発生した場合の現場における協力方法等について参考事項の欄に具体

的に記載しておくこと。 

３ 石油コンビナート等実態調査表の作成は、次により行うものとする。 

(1) 危険の及ぶ範囲については、危険物施設の規模及び性能並びに危険物の種類及び数

量を考慮し、可燃性危険物の爆発、毒性ガスの漏出等最大規模の災害が発生した場合

を想定して記載すること。 

(2) 見取図については、事業所内のもの及び事業所付近のものを作成するものとし、事

業所内の見取図には、当該危険物施設の位置、保安距離等を、事業所付近の見取図に

は、道路、橋りよう、病院、避難場所等を明らかにしておくこと。 

なお、見取図は、既存のものがあればそれを活用し、石油コンビナート等が群設さ

れている地域にあつては、当該群設されている石油コンビナート等全体の見取図をも

つて各事業所に共通する「事業所付近の見取図」とすることができる。 

第６ 危険物施設カードの作成 

管轄署長は、危険物施設（高圧ガスに係るものにあつては、第１種製造所、販売所及び

貯蔵所に限る。）の新規許可又は届出に関する通報文書の送付を受けたときは、別記様式
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第３号による危険物施設カードを作成するものとする。 

第７ 資料の整備及び保管 

管轄署長は、通報文書、放射性物質使用事業所等実態調査表、石油コンビナート等実態

調査表及び危険物施設カードを業態別に整理保管するとともに、記載事項に異動が生じた

ときは遅滞なく追加訂正する等資料の整備に努めること。 

第８ 資料の活用等 

危険物施設における事故防止は、関係行政機関の施策によるべきであるが、警察として

も事故防止に寄与する立場から、危険物施設の実態は握の結果を検討し、又は平素の警察

活動を通じて事故防止上有効と認められる措置については、これが当該行政機関の施策に

反映されるよう積極的に要請するとともに、関係法令違反が認められた場合は、軽微な違

反についても軽視することなく、検挙、警告等の措置を講じ管理責任者の遵法意識の高揚

を図るものとする。 
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別記様式第１号（第４第１項関係） 

様式第２号（第４第２項関係） 

様式第３号（第６関係） 

 


